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Abstract 

 The new trend that affects all that we do in Human Resource Management(HRM) is 

an important impetus for a reform of reassignment and manpower planning. One new 

trend, -without any regard for social appearance, is : more use should be made of 
flexible manpower outside the company, for example outsourcing many activities to 

vendors, consultants, temporary staffing or to other third parties. 

 Even if Japanese companies remain in life-time employment, they cannot avoid the 

worldwide. changing nature of HRM. To companies and employees alike in Japan, 

radical reforms must be accomplished in the next agenda for competitiveness. 

 This paper implies an active search of and entrance into the new Portfolio -Planning 

in "Employment -Mixing," or so called " Business-Core Employee's Management that 

consists of Professionals." As for the world-wide excellent company, many of the, 

best and competent core-employees are playing more important roles and being given 

higher and more responsible positions than they have been in recent years.

1 は じめ に

人材経営の戦略的視点は、 ビジネス ・コア.人材をプロフェショナルに求め、∫.雇用 ミックスマ

.ネジメソ トとして・業務の多 くを外部の企業・コソサル タソ.ト・人材派透・その他の第三機関に

ア、ウ トソーシソグする 「コア人材マネジ.メソ ト」 を21世紀に向けた競争力を築 くため0経 営戦略

の中核 に据え ることにある。
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米国 において は、IBMの ワー クフォマス ・ソ リー,ショソ1よ人材経営 に含 まれ る数 多 くの業務.を

ア ウ トソー シソグ した典型的 な事 例で あ る し、人材派遣企 業の レノルは企 業 か らア ウ トソー ス さ

れる大部分の業務を請負 うことで急成長 した企業である(1!。 これ らの事例は長期雇用慣行 とい

う日本的終身雇用制度のもとでは日本企業は競争力を強化できないという時代潮流の一片を示 し

ている。

厂労働白書」が雇用安定のための長期雇用慣行の有用性を強調 したのが1998年 度であったが、

今年度(1999年 度)は 大 きく趣 旨を変え、"日本的雇用慣行 は経済全体の安定をもた らすが、産

業構造の転換 を阻害する恐れがある"と した。今後の雇用政策として、白書は"転 職を容易にす

る環境整備 と社外に通用する職業能力の開発"を 謳っている。

本稿は、労働 白書の論旨を大 きく変更す るに至った 日本企業の人事 システムの変革を迫る環境

変化を明らかにすることで、現在、 日本企業は競争力強化のために 「人の リス トラ」に手をつけ

ざるを得ない情況のもとで新 しい人材育成のあ り方を模索 してい ることを指摘、 日本経営者連盟

が提言 ・建議 した 「新 ・日本的経営 システム等研究プロジェク ト」報告の中に"21世 紀の雇用 ミッ

クス ・マネジメソ トのあり方"を 見出す、と共にその中核 となるビジネス ・コア人材の能力開発

は 「日常業務の管理能力」と 「環境変容 く異質)に 適応す るリー ダーシップ」にあることを強調

した ものでる。

(追記)コ ア人材 を中核 とす る人材経営 の戦略 的視 点は、経 営戦略 として コソピテソス ・マネジ メソ トを中核 にお いた新

しい競争力を築 くことにあ り、 さらに、 これ を行 動計 画にまで昇i華させ ることに ある。 こ うした戦 略的視 点の導入は時代潮

流 となって、既 に先達企業 において成果が期待 されて いるので、次号において、 「人材経 営の戦 略的視点一 コソピテ ソシイ・

マネ ジメ ソトー」 と題 した"1成 果 ・能 力主義の評価 システム、2選 抜型幹 部研修、選択 型自己啓発制度 、3人 材経 営 コソ ピ

テ ソセィーCan,Abilityか らCapability,Competencyへ 、4戦 略的人材経営 一新 人事 システム ー"を 論稿す る予定

2人 事システムの変革を迫る環境変化

日本の少子化 ・高齢化の進展は著 しく、高齢化 と同時に進む トレソドとしては高度清報化、高

度技術化、 グローバル化、サービス化等があり、職場では若手社員不足、労働多様化、価値観の

多様化(2)、女性進出などが無視で きない。 これまでの日本企業の成功のビジネスモデルや日本

経済 ・産業 トレソドベースのアウトル ックはもはや過去のものになろうとしてい る。 とくにIT

(情搬技術)の 進歩とその企業への適用 のスピー ドは著 しく、技術のシーズも市場のニー ズも、数

年でな く数 ヶ月のサイクルで変わっていく状況にあ り、これに連動 して、従来からの産業 ・業種

といった区分は崩れつつあり、新たな業態の産業が生まれている。企業はこれ らの業態変化の波

に乗 り遅れれば生 き残 ることは難 しくなってきた。 これはまた、 これまでにない新たな企業群と

競合 してい くことをも意味する。企業は グローバルな視点からの新たな価値観と行動が求め られ

てお り、この環境変化にすばや く対応で きる経営のス ピー ドが必要 とされている。

このような企業環境 を考えると、日本企業は従来から維持 して きた雇用政策のパラダイム(終

身雇用 ・年功序列 ・集団温情主義等)の もとでは、現在、知的創造型の人材の確保ができないと

いう大 きな課題に直面 している。

その第一は、総人件費:増による経営の破綻である。高度経済成長期に大量新卒採用 して企業規
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図表A

"長期帳尻合わぜ のシステムの構図 模を急膨張 させてきた多 くの大企業はそのツ

ケで現在40歳 以上の社員構成が50%を 超えて

いる(3)。 若年層 の多い、従業員平均年齢 の

低い優良企業であるといわれている企業であっ

ても、社員構成では5-10年 先をシ ミュレー

ショソすると40歳 以上が50%を 超える(4)こ

とになって しまう。雇用の維持を社会的責任

として経営の中核に据えている企業は依然と

して多い(5)。 しか し、従来のままの職能等

級制度の年功的賃金制度を適用 し続けると、

成熟経済のゼロ成長のもとでは、総人件費の

高騰 ということで、企業経営が破綻すること

は必至であるといわざるをえない。業績の低

迷が将来展望 しても続 くと予測 される業種や

企業では雇用の維持を断念 し、早;期退職優遇による希望退職や採用抑制による自然減に頼るとか、

該当部門や事業を子会社や分社化 して従業員を期限付 きで出向させる(但 し、賃金水準は今まで

と同 じとす る企業が大半で、期限が くると自社に復職か売却先に移籍)と か、従業員も含めた部

門全体や事業そのものを売却する(6)な どをやむな しとしている。

その第二は、雇用確保のあ りかたのひとつ として、中高年層の処遇 ・評価と過剰賃金に経営老

と若年層が納得 しなくなってきた ことである。仕事上での能力と成果が若年社員 と中高年社員で

仮に同 じであっても、生涯賃金カーブは長期帳尻合わせのモデル(7)(図 表A)の もとで現実の

処遇が年功で決められるので、 日本企業の平均賃金は定年(60歳)近 くまでベースアップもあっ

て毎年上昇続ける。欧米では賃金は仕事面での実績評価(成 果)に リソクし、年齢 とは リソクし

ていないので、40歳 くらいが最高でそれ以降は下がってい くのが一般的である。 日本 も若年層の

労働価値観の変化 も強 く作用 して年功職務等級制度の改革が加速される状況になった(8)。 これ

に加えて国を中心 とした現金給付による社会的安全ネットが機能不全になるのが必至の状況の中

で、企業は優勝劣敗の競争原理に晒 されるので、退職金や企業年金制度 を見直す企業が続出する

であろう(9)。

その第三は日本型雇用システムのもとでは職種別賃金基準が社会的に形成 されていないので、

低成長 ・成熟経済のもとでは中高齢者のホワイ トカラー管理職の過剰とエソプロイア ビリテイ

(労働市場就業能力)不 足が顕著になる。 また、新卒男子社員が終身年功のラダーで処遇 される

ことを前提 としているので、女性、高齢者、外国人の雇用については雇用慣行面から狭き門となっ

ているし、企業 リス トラによる中高年層失業者の再雇用の機会はほとんどないのが現状であると

いっても過言でない(10)。新卒採用中心の リクルー ト制度の中で実効性のあまりなかったキャリ

ア採用 もここ数年活発 になってきたとはい うものの、その採用条件にはほとんど若年層専門職中

心 の年齢制限が暗黙の了解事項であり、中高年層には門戸が開かれていないのが実態である。

今までの雇用慣行では"加 齢に伴い経験を通 じて能力は高まるが、その伸び率は下がり、一定の

年齢で固まる"と されていたが、これからは"加 齢 とともに能力の完成度が高まるが、能力 レベ

ルの個人差が拡大するので、中高年になって も自己革新できる"と する人事制度の構築が課題で

ある(注u)(図 表B)。
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第四 としては、 日本的雇用慣行 が多様

な人材を活かせない仕組みになっている

ことへの是正を迫るものとして、労働関

係法規 も急速に修正,改 善 が加 えられ、

それへの企業の対応が課題である。

その(1)は 、働 く女性の雇用環境条件

を整備する目的のもので、まず、男女雇

用機会均等法が、これまで事業主の努力

義務であった募集 ・採用、配置、昇進 に

ついて女性に対する差別の禁止、企業名

の公表制度の創設や調停の一方的申請 を

認めるなど法の実効性を確保す るための

措置を強化、さらにポジティブ ・アクショ

ソの促進、セクシャル ・ハ ラスメン トの

防止といった新 しい課題への対応等を改

'図表B流 動性能力と結晶性能力

正の主たるポイソ トとしている。 また、労働基準法の改正は女性の職域の拡大を図 り、男女の均

等取扱いを促進する観点か ら、女性労働者に対する時間外 ・休 日労働 ・深夜業の規制の解消等を

内容 としている。 これに呼応 して育児 ・介護i休業法 も、育児?介 護を行なう一定範囲の男女労働

者について、深夜業の制限を設けることになっている。少子 ・高齢化が一層進展する中で、 こう・

した法制面での変化を踏まえた女性の活用,戦 力化が今後各企業にとって重要なテーマである。

その(2)は 、労働者の価値観の多様化、及 び人材の流動化に対応 した労働者派遣業法の改正で

ある。1996年12月 まではソフ トウエア開発、事務機器操作、通訳、秘書など16業種であったが、

新たに研究開発、書籍の制作、編集、セールスエソジニアなど10業務が追加、現在、労働大臣の

諮問機関である中央職業安定審議会の改正要綱案によれば、人材派遣の対象職種がさらに大幅に

拡大,原 則 自由化(ネ ガティブリス ト化)さ れる一方で、同一業務について派遣先が派遣労働者を

受け入れることができる期間が1年 に限定 されるのに加 えて、その後 も双方が継続雇用を希望す

る場合には派遣先に対 して直接雇用の努力義務が課せ られる等の内容 となっている。 この法改正

により人材派遣市場 が急速に拡大すること

図表C人 材ポー トフォリオによる雇用 ミックス

タイムスケール

有期契約社員 長期雇用社員(コ ァ人材)

メー カー サー ビス業 メー カー サービス業

・短期プロジエ ・新規事業 リー ・企 画 、 マネ ジ ・事業プロデュー
コア

人材
ク ト要員 ダー メ ソ ト サ ー、 ス タ ッ

・高度研究者 ・研究開発技術 フ、マネジヤー

・コ ソサル タソ 者

ト ・各種スペシヤ

リス ト

ア ウ トソー シ ソ グ
派遣 ・パ ー ト

非 アライアソス

コア ・各種補助業務 ・各種補助業務 ・製造、検査等 ・顧客サービス

人材 担当者 担当者 各種オペ レー ・各種オペ レー

ター ター

は確実の情勢であ り、企業側 としても固定

的人件費の変動費化や労働力流動化の受皿

等による柔軟かつ機動的な経営を実現する

ために、派遣労働者を含めた人材ポー トフォ

リオ'における雇用 ミックス戦略(12)(図 表

C)が ますます重要 になってきた。

出所:日 本能率協会マネジメソト・イソスティチュー ト報告書
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3人 材育成めあり方の役割変化

企業内教育は、 厂経営の 目標や使命、政策を創 り出す能力及びそれを実現 してい くために必要

な全構成員の能力の開発を行なうものである。 したがって、企業の内外の環境変化につれて 目標

や使命が変れば、経営政策 も変 り、それに従 って能力の開発のありかたも当然に変って くるもの

である6あ る企業内教育が効果をあげていると言われるのは、現在有効 と思われる経営政策を実

現するために必要とされる能力を開発 しているからであ り、また、1その政策が有効 といわれるの

は現状の企業環境状況の中で、現在の 目標や使命を達成するために最適であるからである」(13)

といわれている。言いかえれば、企業内教育による能力開発が効果的かどうかは、企業 目的を達

成するためにどのような能力が必要であるかによって大 きく異なる。そこで、企業の目標や使命

が企業内教育のあ りかたを規定することにな り、企業の目標や使命が個々の企業によって異なっ

ているのを当然 とすると、他社が導入 し実施 しでいる能力開発プログラムをそのまま自杜に適用

しても成功す るとは限らない。 また、 これまでの自社の実施 してきた能力開発プログラムも環境

変化への適応において企業の目標や使命が変 るので、これからも有効であるとは必ず しも言えな

い、 といえる◎

企業は生産 ・販売活動等 ビジネス活動

をすすめる場合、それを担当す る従業員

に対 して新 しい技術やより高い能力を付

与するために ビジネス ・スキル養成向上

訓練を中長期的 ・計画的に施す ことにな

る。それらは 「コソセプチャルスキル」

「テクニカルスキル」 「ヒューマソスキ

ル」に大別 される(図 表D)が 、それら

スキルの獲得のための投資は企業にとっ

ては人的資本投資である。投資である限

り投資以上の回収がないまま社外にその

人材が流失(従 業員がす ぐに辞職)さ れ

ては企業にとっては甚大の損失となる。

なんのための投資であったのかというこ

とになるので、企業は従業員 に対 して定

着化、長期勤続を促すために、長 く勤め

れば有利 になるような長期雇用支援の賃

金制度(既 載の図表A'注07)あ るいは福利

厚生施策(14)・企業年金制度が整備 され、企業に長 く忠勤を尽せば将来必ず報われる、 とい う諸

制度や企業文化をつ くりあげていった。一方、従業員にとっては運命共同体として企業の存続と

発展がある陂 り、終身雇用が保証 され、生活の向上 と安定が確実に予測 されたので、それだけに

勤勉性、忠誠心が高揚 し、モチベーショソも高 くなったのである。年功序列型人事は若年層には

貢献 よりも誘引(賃 金)が 少 ないが、ここで苦労 しておけば"将 来は安泰の手形"を 手に入れる

ことができたとい うメリッ トがあったのである。 日本の企業は大学には基礎能力の付与と市民と
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しての教養の養成を期待 し、新規採用 してから当該企業の要求するビジネススキルと能力を付与

してい くので、従業員の能力開発の投資を福利厚生費と同 じ性格のものとして処理す ることが多

く、全従業員に対 して平等 ・義務教育的社内教育が施 されることになった。 この ことが大きく寄

与 して、教育訓練体系 における日本企業独特 の特徴である 「階層別教育プログラム」(15)が整備

されているのである。

臼本経済が戦後の荒廃か ら短期間でここまで拡大 ・繁栄を可能にしたのは、日本型経済 ・経営

システム(16)が あったからである。 これまでの企業 内教育は、日本経済 の発展を支えて きた 日

本型経済 ・経営 システムを人的能力向上 ・拡充の面か ら推進することに寄与 して して きた。そ し

て現在、日本型終身雇用形態が崩壊 しつつあるといわれながらも、多 くの企業の企業内教育は、

過去からこのシステムを推進するように組み立て られ、実施 されてきた教育体系 を抜本的に改め

られずにいるのである。

しか し、今年(1999年)に 入って情況は明らかに変 ってきている。それは 「コス ト構造の リス

トラ」(17)、「事業ポー トフォリオの リス トラ」(18)、「マーケ。 職 略の リス トラ」(・9)の段階では

この長引 く経済低迷を脱す ることができない とい う切羽詰まった認識の浸透である(20)。さらに

グローバル化 ・収益構造の悪化等、大競争時代のなかでエクセレソト企業 といえども 「人の リス

トラ」(21)に手をつけざるを得な くなったとい うことである。 日経連では 「人間の顔 をした市場

経済」(22)を説いて安易な首切 りを諫 めているが、「雇用に手 をつけるのは万策尽 きての最後の

施策であるべきで、年功制度の改革は中高年層の切 り捨てとい うことでな く、35歳 以下の層がこ

れか らの大競争時代に耐えうる資格 ・能力を身につけることでなければならない」(23)との見解

を日経連は述べるに至 り、 自殺者 も昨年(1998年)は 過去最:多(24)の状況で、これか らの経営や

能力開発のあり方は大 きな変更を迫 られる状況になった。
"人の リス トラ"の 意味するところは 「人材革新(図 表E)を 経営革新

の中核に据えて行なう」

ということにほかならない。人材格差(人 材開発力)が 戦略格差 ・組織格差 ・統治格差 ・業務格

差となって業績格差を産み出 している。それが 日本経済を二極化に導びくことになっているとい

わざるをえない。業種別には、製造業においては、強 い産業である自動車、エ レク トロニクス、

精密機器等は高い国際競争力をもつが、弱い産業の代表としては長年の規制 と保護に守 られてき

た農業や建設、金融、小売 ・流通等である。 しか も、同 じ業種の中でも業績の格差が開 き出 して

いる。1999年3.月期決算では総合建:設業は無配が全体の2割 強の40社 、過i剰設備を抱える鉄鋼業は

無配が50社 の うち22社である。 自動車で

は株式時価総額でみて も業績でみてもホ

ソダ ・トヨタが堅調であるが、日産は厳

しい状況 にある(25)。エレク トロニ クス

ではソニーが時価総額倍増への経営改革

課題を設定(26)したが、三菱電機、東芝、

日立製作所の経営戦略はいまひとつ不透

明である。ヤマ ト運輸 と日本通運、富士

通と日立製作所、ニコンとオ リソパス光

学工業、山之内製薬と三共、三井金属 と

三菱マテリアル、日本航空 と全 日本空輸を株式時価総額で比較す ると前者が後者 を引 き離 してい

る逆転の事例である(27)。横並びの曖昧 な戦略で も業績 をあげられた時代は過 ぎ去 り、個々の業

6



種内の企業間、商品間で戦略策定 とそれの実行面での真価が問われることになった。

1999年 度の年次経済報告(経 済白書)は 山一証券や北海道拓殖銀行が連続破綻 した余震の続 く

閉塞の恐怖の1998年 経済を分析 して、企業成長が将来にわたっても続 くかど うかわからず、中高

年になったとき見返 りが多 くなるという保証 がな くなって きているのが現在であると警告、 厂経

済再生の挑戦」という副題をつける。現在の景気の明るさの兆しは、多分に株価上昇傾 向に支え

られたもので、需要サイ ドの消費 と設備投資 が本格的に始動 しているわけではない。7月 末の円

高や株安は白書が指摘す る日本経済の失政の教訓が投影 されたものといわざるをえない。 白書は、

より多 くの人減 らしの計画を公表 した企業(既 掲注21)を確固たる経営戦略を持つ優良企業である

かのごとく株価が対応する最近のリス トラに対する風潮に一本釘をさすように、雇用 ・設備 ・債

務の3つ の過剰を処理すれば不況が深刻化するので、 リス トラの最終段階と しては中高年従業員

の切 り捨てでなく、現在の経営資源を活かす前向きなリス トラが必要であると説いている。

米国企業は以前は人材を原材料 と同じ性質の経営資源とみなしていたので従業員の採用は購買

部門によって行われていた。企業業績が悪化す ると、 コス ト削減の重要 な要素として人材をレイ

オフしてきたのである。90年 代の米国企業経営の特徴は効率化の飽 くなき追求で、資本効率が進

む中で人の リス トラが盛んに実施 された。 これに対する批判 として、ウル リッチは 「かっての米

国企業の人事部門(PersonnelDepartment)は 成すべきこと(Doables)を 重視 して きたのに対 し

て、新 しい人的資源部門(HumanResourcesFunction)は 達成すべ き成果(Deliverables)に 視

点を移 してい ると指摘 してい る(28}。 米 国 の先端 企業で はLabor(労 働 力)、Employee(被 雇 用 者)、

Personne1(要 員)と い う言葉 を、現在 で はHumanResources(人 的 資 源)、HumanAssets

(人 的 資産)と 言 い換 え、人材 を企業 目的達成 の重要 な戦略 的人 材経営 のマネ ジメ ソ トに位置づ

け、輝 か しい成果 をあげてい る(29)。

421世 紀企業に求め られるコア人材

右肩上がりの経済成長の終焉、少子 ・高齢化の進展や転職希望者増加等の人材の流動化、男女

雇用機会均等法 ・労働基準法 ・労働者派遣法 ・育児介護i休業法の改正等労働関係法規の変化など

を背景に、 ここ4-5年 、 日本型終身雇用 ・年功賃金に関する弊害と改訂の必要性の提言がいく

つか既に提示 されていた(30)。これ らはいずれも雇用 とい うこれまで聖域 とされてぎた 「人の リ

ス トラの領域」に抜本的な改革の断行がないならば、これからの 日本経済の将来はあ りえず、日

本企業の経営戦略や事業展開は大競争

時代から取 り残 されるとの認識による

ものである。

日経連は1995年5月 に 「新 ・日本的

経営システム等研究プロジェク ト」と

題 した提言書(提 言)を 纏めた(31)。

ここで注 目したいのは以下の指摘であ

る。それは 「今後の労働市場 をめぐる

構造変化は需要 ・供給両面(図 表F)

か ら多面的な関係になる。これ らを包
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含 して雇用管理をしてい くためには、従来の包

括 ・一元的な管理感覚と制度では対応できない」

との結論に達 し、最:近の雇用形態の動 きから今

後のあ り方 を想像 して新 しいタイプの雇用 シス

テムは次の3つ の タイプ(図 表G)に 対応す る

処遇のあ り方(図 表H)が 好 ましいと提言した。

具体的 に 「(a)従来の長;期継続雇用とい う考 え

方に立 って、"企 業としても働いてほ しい,従

業員と しても働 きたい"と いう長期蓄積能力活

用型 グループ。能力開発はOJTを 中心 とし、O

ff・JT、 自己啓発を包括 して積極的に行 う。処

遇 は職務、階層に応 じて考える。(b)企 業の抱

図表G企 業 ・従業員の雇用 ・勤続に対する関係

　

ll

靱

穫
長期貯蓄能力活用型

グループ

高度専門能力活用型

グループ

雇用柔軟型

グループ

L定 着

注:1雇 用形態の典型的な分類

2各 グループ間の移動 は可

企 業 側 の 考 え 方

移動

える課題解決に専門的熟練 ・能力をもっ

て応える、必ず しも長期雇用を前提と

しない高度専門能力活用型 グループ。

日本全体の人材の質的 レベノヒを高める

との観点に立って、αf・JTを 中心 に

能力開発を図るとともに自己啓発の支

援を行 う。処遇は年俸制に見 られるよ

うに成果と処遇を一致 させる。(c)企

業の求める人材は職務 に応 じて定型的

業務から専門的業務を遂行で きる人ま

出所:日経連報告害(1995.5)

図 表Hグ ルー プ 別 に み た 処 遇 の 主 な 内 容

雇用形態 対 象 賃 金 賞 与
退職金

年 金

昇 進

昇 格

福祉

制度

長期貯蓄

能力活用型

グループ

期間の定

めのない

雇用契約

管理職、総

合職、技能

部門基斡職

月給制か

年俸制、職

能給、昇給

定率+

業績ス

ライ ド

ポイソ

ト制

役職昇進、

職能資格、

昇格

生涯

総合

施策

高度専門

能力活用型

グループ

有期雇用

契約

企画、営業、

研究開発部

門

年俸制、業

績給、昇給

なし

成果配

分

な し 業績評価 生活

援護

施策

雇用柔軟型

グループ

有期雇用

契約

一般職、

技能部門、

販売部門

時間給制、

職務給、

昇給な し

定率 な し 上位職務

への転換
生活

援護

施策

出所:日 経連報告書(1995,5)

で様々で、従業員側 も余暇活動型から:専門的能力の活用型 までいる雇用柔軟型の グループ。必要

に応 じた能力開発を行 う必要があ り、処遇は職務給等が考 えられる」とい うものである。そ して、

日本経済の構造変化の中で人間中心(尊 重)の 経営を堅持するためには少数精鋭の徹底と多様な人

材を戦略的に配置 してい く要員 ・採用管理が必要 となるとし、次のような注 目すべき視点を提示

している。それは 「(a)必要 な時点で必要な人数 と能力を確保 し、充足することを原則と し、入

材は従来以上に弾力的に活用 してい くとの基本方針 を確立 してい くこと。必要に応 じ、即戦力 ・

即能力発揮のために外部労働市場への積極的な参加、そのための人事労務管理諸制度を含めた社

内体制の整備が必要となる。(b)採 用管理のあり方としては、新規学卒者の一括採用が今後 も中

心となるであろうが、一方で人材のスキルや適性を求め、職種別採用、企業 グループー括採用、

いわゆる第2新 卒、中途採用などの通年の募集 ・採用等が試み られるべ きである。(c)必 要な時

点で必要な人数と能力の確保 ・充足のために、例えば雇用期間、労働時間、労働 日、職種、プロ

ジェク ト、勤務地等々による柔軟な採用 も検討されるべきである。(d)高 齢者の一層の活用 といっ

た観点から、選 択的再雇用制や賃金 ・労働時間を組み合わせた個別契約更改制の導入等、従業員

の心身や健康状態を考慮 して企業と従業員のニー ズがマッチするような:制度 を導入 しつつ有効活

用することが望まれる」 という個所である。

日経連の報告書は、社内の人材を 「能力スッポ ト買い型人材」 「労働時間スポット買い型人材」

「企業の コアとなる事業や業務 を担 うコア人材」の3種 類に層別(32)す ることを要求しているこ

とにほかならない。 コア人材のみを雇用期間の定めのない雇用契約で終身雇用するように日本の
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雇用制度は変わってい くと⑳予見で南るg

米国は80年 代後半から90年代にかけて経済回復の兆 しが見えないまま、組織形態として柔軟性

と機動性にとんだス リムな組織への改革を進め、90年 代前半には自動車 ・半導体分野などで競争

力を回復、企業外部の諸機関や人材の能力を活用する外部ネットワークをより積極的に活用 した

組織が工夫 されて きた。80年 代後半、日本企業はバブル経済 を謳歌 していた。 この時期、米国で

組織のフラッ ト化 が重視 され、市場ニーズに機動的、柔軟に対応するプロジェク トチームを編成

することが推奨 された。専門知識を持 った人材がプロジェク トメソバーになり、それを調整する

コーデ ィネータが"コ ア人材"で あるとされたのである。社内のいろいろな専門知識を活用する

社内ネ ットワークとしてのプロジェクトチームが外部(市 場)と の結びつきをより緊密にす る活

動を展開 した。

日本企業がバブル後遺症に悩む90年 代の前半の時期に、米国企業は激変する企業環境の変化へ

の対応 に高い コス トや社内能力育成に時

間がゐ・か りす ぎることから、外部への依

存を高める。企業にとって単なるサポー

ト業務やコス トのかかる間接業務はアウ

トソーシソグされることになったのであ

る。そ して、外部知識 を効果的に組み合

わせることにより、新たな付加価値 を産

み出す組織活動と してバーチャル ・コー

ポレシ ョソといった外部ネットワーク活

用の組織が注 目されるようになった。 こ

こでの コア人材は付加価値を産み出すプ

ロデューサーである。

企業が外部の人材を活用する仕方は大

きくは4形 態(図 表1)で 、それは一人

あた り人件費 コス トによる。これが低い

蠶

↑

圏

1
業 務 ・

ル ー チ ソ

図表1外 部人材活用の4形 態

コ ソサル

テ ー シ ョソ

人材派遣

パー ト

ア ウ トソ

ー ジ ソ グ

図表J未 来組織(仮 想企業)イ メージ

社 内 噌 團 帥 社 外

場合、その業務を組織内部の従業員で行 ない、外

部に発注 されることはない。あるとすれば、それ

はパー トの従業員が社内で行なう補助業務のみで

ある。人件費が高まるにつれて、組織内部の従業

員が業務の企画 ・判断 ・スペックづくりを行い、

その運営だけという定型業務(ル ーチソ業務)が

外部に委託(外 注 ・代行)さ れて組織外部(社 外)

で遂行 され る、あるいは人材派遣社員(33)が組織

内部で勤務 して実施する。 さらに、人件費 コス喞ト

が増加す ると企画 ・判断 ・スペックづくりを外部

機関(人)が 社内で行い、 コソサルテーショソの

運営 ・実施を社内従業員が行 う。 さらに企画 ・判

断 ・スペックづ くりと運営実施の両方 とも外部機

関に委託 してしまうアウ トソーシソグ(34)が一般
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化す ることになる。

コア人材を核 とした企業のスリム化(人 の

リス トラ)の ために、事業部門や本社組織 を

分社化 し、従来業務をそこヘアウ トソーシソ

グす ることが行なわれている(35)。単なるコ

ス ト削減だけに目を向けた安易なアウトソー

シソグでな く、"選 択と集中"と い う経営の

根本改革にまで踏み込んだものである。21世

紀の企業組織は精鋭少数の コア人材のみを中

核に据 えた人材構成で、組織外部能力を活用

したネ ットワークのバーチャル企業のイメー

ジ(図 表J)で ある。

高橋俊介は企業における人材ポー トフォリ

オ概念図(図 表K)を 提示 し、 「新たに儲か

図表 し 企業の競争力の源泉となる5つ の人材タイプ

人 材 タ イ プ

ビジネスリーダー型人材

戦略スタッッフ型人材

ビジネスプロフェノショナ'獸 材

技術ブロフェノショナル型人材

ク リエ ー ター型 人材

内 容

利益を生み出す仕組みをつくり、ブロフェソショナルや

クリエーター等をコーディネー トして事業を起こした り、

事業構造を変革する入材

例)次 世代の経営リーダー、企業内起業家、グループ会

社 ・海外現法の経営責任者など

全社的な視点に立って、経営 トップや ビジネス リーダー

などの補佐的な役割を担い戦略立案 ・制度立案等をす る

ことによって企業全体を動かす仕組 みづ くりを行 う人材

例)経 営企画など戦略 スタソフ、人事企画スタ ソフなど

所与の事業の仕組みの中で、清報、ノウハウ、人のネノ

トワーク、ビジネスー般の問題解決能力を活用 して、付

加価値を提供する人材

例)コ ソサルタント、アナ リス ト/エ コノミス トなど

先端的な技術 ・ノウハウに基づき製品を開発 した り、技

術上の付加価値を生み出す人材

例)ハ ー ド・ソフト開発設計者 、基礎研究者 など

感性的な創造力に基づいて、製品や ソフ ト・サービスを

開発 し、付加価値を生み出す人材

例)広 告制作者、ファッショソデザイナーなど

出所:jMA「:企 業競争力の源泉 となる人材マネジメソ トに関す る調査」1998・8

る仕組みを産み出 し、事業化 してい くこ

とのできる"企 業化人材"」 と 「高度な

専門性を持ちながら、その専門性を使 っ

て具体的な成果を直接企業にもた らし、

貢献度が測れる"プ ロフェショナル人材勹

がコア人材であると説いている。 日本能

率協会は1998年8月 に有力企業500社 の経

営企画担当部門 ・人事担当部門の責任者

を対象に、企業競争力の源泉となる人材

を5つ のタイプ(図 表L)に 区別 して調

査 した結果、実 に"8割 弱(77.3%)の

企業 において、 ビジネス リーダー型の人

材が最 も重要で ある"と 回答、 さらに
"現在の ビジネスリーダーの現状能力は

十分な水準にある"と 回答した企業は9.

4%で しかなかった(36)。 このことは、

現在のビジネス リーダーの質的評価 は極

めて低 く、利益を生み出すように事業構造を変革できるビジネス リー ダーを企業内で育成するこ

とが急務であるのが大半の企業である、と言わざるを得 ない。21世 紀の企業を支えるコア人材は

「雇用 ミックス戦略(既 掲図表c:既 掲注12)」 の"長 期雇用社員・であるが、企業の差別化の源泉

であるコアコソピタソスを身をもって実践できるコア人材が育成 されてないとい う現状では、既
に存在する儲かる仕組みの中で業務 を行な うコア人材 と非 コア人材との区別すら現在ではできて

いないのが実態である。

日本経営協会が行なった調査(37)に よると、"コ ア人材は現社員の20%と するのが調査企業の3

4.9%と 最も多 く、 コア人材をゼネラリス ト(ラ イソ管理者)と エキスパー ト(専 門職)に 分け

た場合のコア人材の割合はゼネラリス ト主体型48.2%、 エキスパー ト主体型3L2% 、バラソス型
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20%"で あるが、・"企 業の61%の おいてエキスパー トが不足 しており、さらに、500人 以上1000

人未満の企業はエキスパー ト主体型の比率が高い"の が特徴である。 コア人材は深い専門能力に

広範囲な知識を備 え、 ビジョソと課題選定能力で企業を リー ドし、組織づ くりと統率力に優れて

なければならないか らである。 コア人材にとっての重要要件 は深耕能力が最優先であるが、"10

00人 以上の企業でぽ長期展望能力、サービス産業ではネ ットワーキソグ能力、減収企業の増益の

ためには挑戦能力が重要である"と いう調査結果であった。 日本企業ではゼネラリス トになれな

い人材は年功序列のラダーを登るごとがかなり難 しい状況にこれまであったことを考えると、 こ

の調査結果は現状 を反映 しており、現在、 コア人材 として比率の高いゼネラリス ト(ラ イソ管理

者)が 「深耕能力(エ キスパー

トの特性)」 に欠けてい るのが

問題とされていることが浮き彫

りにされている。

この調査が示すことはゼネラ

リス トは将来のビジネスコア人

材にはなり得ないということで、

ビジネスコアとしてプロフェッ

ショナルを重視する見解を寺本'

義也が提示されている(図 表M)。

これか らの コア人材像 を展望

すると、 ビジネス ・コアと して

図表Mコ ア人材:長 期能力蓄積活用型人材(作 成:寺 本義也)

ビジネス・コア 専門コア

プ ロフ ェ ッシ ョナ ル

変革型 リー ダー

の要件

専門職

型人材

ス ペ シ ャ リ ス ト

エ キ ス パ ー ト

の プロフェショナルを重視 した次 の4タ イプを提示 したい(38)《 図表N)。 プ ロフ ェシ ョナル と

は、①給 料 の3倍 稼 ぐ(39)② 仕 事 を芸事 とす る(40)③3カ 月以内 に自己革新(41)④ ス ペ シャ リ

ス トで な くて顧客 へ の付加価 値 の提 供者(42)⑤"ど の よ うに"で な く"ど の よ うな"に 関心(43)

⑥ 無 自覚 ・有 能 な存動 習慣(44)、 の6つ が要件 で あ ると考 えた い。 タイプ1は ゼ ネ ラ リス トとエ

キ スパー ト(ス ペ シャ リス ト)の 両 要件 を併 せ持

図表N4類 型 の リーダー

ゼネ ラリス ト

II

1

N

。
ロ フ ェ シ ョナ ノ

HI

1管 理 型マ ネー ジャー

IIプ ロ ジェ ク ト型 マ ネー ジャー

nl変 革 型 リー ダー

Wプ ロヂ ューサ ー型 リー ダー

っ 「管理型マネージャー」で 日常管理担当のbア
『 人材

、 タイプIIは ゼ ネ ラ リス トとプロフ 土シ ョナ

ルの両要件 を併せ持つ 「プ ロジ ェク ト型 マネージ

スペシヤリストヤー」で方針 管理 担当の コア人材
、 タイプIIIは プ

ロフェシ ョナルとエキスパー トの両要件を併せ持

つ 「変革型 リーダー」で異質 な環境変化に対応す

る変革推進 者(チ ェソジ ・エ イジェ ソ ト)の コア

人材、そ してタイプWは 三者のコア人材を統合す

る 「プロデューサー型 リーダー」で経営意思決定

機能を発揮するコア人材、であると類型化 したい。

日本企業はこれまで海外か ら生産 ・経営の新 し

い技術を導入、あるいは保有技術を高度改良 して、

それを活用 して儲かる事業 にして きた第IIの タイ

プのコア人材の養成には成功 してきたが、現在、

多 くの企業がコア人材 として大 きな従業員構成比
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となっているゼネラリス トに、新技術開発によるビジネスチャソスを掴みきるスペシャリス トの

専門性を業務に活かす能力を教育訓練することが出来なかったことが第1の タイプの課題である。

しかも、これまで多 くの企業は新 しい技術変革時代に対応で きるスペシャリス トを出来るだけ多

くコア人材として雇用できるかが企業の将来発展の潜在能力の決め手として研究開発投資を増大

させて きたが、第IIIのタイプの課題 として、その潜在能力を顕在化するためのプロフェシ ョナル

の要件をそれ らスペシャリス トが修得できるかどうかが問われているといえる。そ して、第IVの

タイプの課題としては三者のタイプのコア人材の役割行動を統合 して経営意思決定すべき取締役

が機能不全 に陥っているのが深刻になっていることである。言いかえれば、企業規模が大 ぎいほ

ど取締役機能に経営と執行の峻別が必要であるのに、その混在があ り、担当分野を超 えた迅速な

経営意思決定ができないとい う事態である。取締役層の中を、経営全般の適切な意思決定のでき

る取締役 と商法上の取締役 とは別の 日常業務の執行責任を持 つ執行役員とに区別する制度を導入

してコーポ レット・ガバナソス(企 業統治)を 回復す る取締役改革に日本企業 も革新先達企業が

やっとここ2-3年 前から着手するに至った(45)。

5日 本型経営システム改革と能力開発

日本 の経済的発展 をもた らして きた これ まで

の 日本 型経営 システ ムは、21世 紀 に向 けた新 し

い時代 に適合す るよう改革 して い くことが必要

とな るが、その改革の方向は、シグモイ ド・カー

ブ(46)の 第2の カー ブを生 み出す人 材育成(能

力開発)に あ り、企 業 の成 長段 階(47)の 閾 値 と

い わ れ る"イ ソフ レ クシ ョソ ・ポ イ ソ ト(48)

(図表0)"の 局 面 を重視 す る ことで あ る。 日

本 ヒュー レ ッ ト・パ ッカー ドは情報 ユーテ ィリ

テ ィを支 え るオー プ ソ ・E一 サー ビス、情報 ア

ライア ソスで21世 紀 にむ けた 第2の カー ブ

図表P情 報技術の進化

成長

図表OINFLECTIONPOINT

時間

出所:カ ジ マ ・マ ネ ジ メ ン トセ ミナ ー テ キ ス ト(1998年 版)

(図表P)を 創 り出そ うと試みている。助走から

成長に至る局面で有効 に働 く"集 団を動かす シス

テム(集 団主義的経営の良 さ)"を 維持 しながら、

併せて成長か ら成熟に至る局面での"個 人の資質

(過去の成功体験から決別 した個性 ・創造性を活

かす能力)"に 頼 って国際市場競争力を高めてい

く」ことを先達企業は率先優先 していくこととな

る。これにともなって、能力開発の方向も明確iに

なって くる。

出 所:カ ジ マ ・マ ネ ジ メ ソ トセ ミナ ー テ キ ス ト(1998年 版)
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1、)日常業務の管理能力と能力開発

集団主義を維持 しながら創

造性の育成 ・発展の工夫をす

るとか、責任 と権限を相互理

解できる程度に明確にすると

いったごとが大切 となるのが

日常業務の管理能力である。

環境変化 とマネジメソ トの関

連(図 表Q)で は環境変化の

内容が同質の領域が日常業務

のマネジメソ トであ り、どち

らかといえば変化の度合いが

緩慢である場合が日常管理、

変化の度合いが速い場合が方

針管理に該当する。 ここでの

能力要件は 「日常業務での基

本の徹底」であ り、「当た り

前のことを当 り前に(基 本に

忠実に)行 なう」 ことに従業

激

変

lI
緩

慢

図表Qマ ネジメン ト領域とリーダーの タイプ

〔状況対応型リーダー〕

② 現状拡大 ・縮小の

マ ネジメソ ト領域

(経 営諸資源の調達リストラ・ダウソサイジソグ)

日常業務の管理能力

・日常管理

・方針管理

・管理システム

・改善運動

〔漸進的対応型リーダー〕

①現状維持の
マ ネジメソ ト領域

(社黷 灘 上)

〔「変化創造」変革型 リーダー〕

④ リー ダーシ ップ重視 の
マネ ジメソ ト領域

(マネジメソトからリーダーシップへ)

環境激変に適応す る
"哲学的 ・先見的 ・未来志向能力汚

(・ 方針重視の リーダーシ ップ・知識創造へのリーダーシップ)

〔先取 り変革型 リーダー〕

③マネジメソト不在の打破の
マネジメソト領域

(大 企業病`ゆでカエル現象7危機意識の欠如 〉 一)

同 質 ぐ一 一 一 一 一一 一 一 一 一 一 レ 異 質

変化の内容

員の意識 と関心を集中させ、それを 「単なる目標でな く、使命(ミ ッショソ)に まで昇華 させる」

ととにおかれ る。

日常業務の管理はプロセスの改善(方 針管理)と プロセスの安定(日 常管理)が その内容であ

る。 プロセスの改善は、現状の状態が不満足 なとき、それを変更することで、「仕事のや り方を

変える」 ことを意味す る。一方、プロセスの安定は現在の状態が満足で きるとき、それを守 ると

いうことで、 「仕事のや り方 を変えない」 とい うことである(49)。

プロセスの改善が行なわれたあとは、その効果を維持 しなければならないので、仕事の新 しい

やり方を標準化 し、それを遵守するようにするプロセスの安定が必要となる。プロセスの安定は、

異常の原因を取 り除 く(異常処理)だ けで、この段階では標準を変えることはない。 日常業務の管

理はプロセスの安定そのものではないからで ある。 また、"そ の仕事を日常的にやっているかど

うかとい うこと"な らびに"そ の仕事がプロセスの改善であるか、 プロセスの安定であるか"と い

うこととは関係をもたない。それはプロ

セスの改善を仕事の中に組み込んで 日常

的に仕事を行なうこともできるか らであ

る(図 表R)。 要す るに、プロセスの改

善であろ うが、プロセスの安定であろう

が、日常的にやっていればそれが 日常業

務の管理である。

日常管理は 「管理項 目」と 「標準」の

二つで行なうが、分業によって職務の内

容が明確になっている欧米では、担当者

管理特性

図表R プロセスの安定とプロセスの改善
管理特性

安定

安定

改善

プロセスの
安定 騫 の 魯

プロセスの
安

プロ・セスの
改善

安定

改善

週
安定

0時 間0時 間

(増大 させるのが望ましい場合)(低 減させるのが望 ましい場合)
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の責任 と権限、そ して報酬が明記 されているので、働 く人はその職務だけに専念 し、その職務 に

必要な能力の開発が課題である。従業員はその職務を遂行するための部分情報 しか持 ってな く、

全体情報 をもって個々の職務を計画的 ・長期的に管理 してい くのが管理者である。 これは、変動

が少な く計画的に仕事をすすめていく場合に適 している。人材育成のために、人材配置、訓練、

業績評価、褒賞、昇進、その他人材フローのために、効果的なプロセス(イ ソフラス トラクチャー)

を設計 し、運用することで、 「管理型マネージャー(図 表Nの タイプ1、 図表Qの 斬新的対応型

リーダー)」 を獲得することが日常管理 における能力開発の課題である(50)。

方針管理は、管理であるという

以上、PDCAの サイクルを回す こ

とを重視する。方針管理で取 り上

げるテーマは、①長期的な観点か

ら今期はここまで実現 したい、②

経営上今期はこれだけは確保 しな

ければならない、③現在得 られて

いる結果(状 態)が 来月(期)も 継

続 して実現 しにくい、④現在のま

ま放置す ると将来重要な問題を引

き起 こす可能性がある、⑤現在得 られ る結果では不満足でもっと好ましい状態(よ り良い状態)を

得たい、という性質の業務 が多い。そのために現在の"仕 事のやり方""管 理の仕方"を 改善 して

い くことが主要テーマである。方針管理の直接的な狙いは"目標"の 達成で、分業の観点か らみ る

と業務の分割はゆるやかであり職務権限があいまいで、仕事は自分の持分だけ遂行すれば目標が

達成できるのでな く、方針の連鎖展開(図 表S)が 可能になるよう、上位職位か ら下位職位 まで、

お互いに方針のす りあわせを行ない、協力 ・意思伝達 しながら目標の達成を図ってい くのが、 日

本的経営の一つとなっている方針管理活動である。方針達成のために、まず協調性が求められる。

会社全体、所属部門 ・職場集団全体の動 き、状況を知 らな くては方針展開のための'協調行動がと

れないので内部情報の交換の場面(す り合わせ)が よ り多 くなる。さらに、上位職の方針を的確

に把握 ・理解 し、共通の方向に一丸となって事業を進めてい くためには、思考 ・活動の傾向の同

質性が要求 され、集団討議によってお互にアイディアを出し合い課題解決を図っていくとい う集

団主義経営 も必要になっている。方針管理活動 においては上位職位と下位職位 との個人間の意思

疎通の幅が広 く、会社全体の目標に関心をもちながら自主的に活動する傾向になりやすいので仕

事に関 して変動要因が多 く、弾力的にすすめていかな くてはいけない現状打破的な課題解決の場

合に有益である。従業員のコミッ トメソ ト(貢 献意欲)と コソピテソス(職務遂行能力〉の向上を

はか り(51)、従業員からの貢献のマネジメソトを引き出すことなどで、方針管理 における能力開

発は 「プ ロジ ェク ト型々ネジャー(図 表Nの タイプII、 図表Qの 状況対応型 リーダー)」 を獲得

することが課題である。

企業の成長段階(既 掲注47)で の 「助走から成長への時期が 日常管理」「成長か ら成熟への時期

が方針管理」とい うことができ、能力開発の方向を規定する組織運営の原理は両者で大きく異なっ

ている。 日常管理 と方針管理 とを対比 してみ ると組織 目的が 「雇用の増大に対 して利益追求」、

組織管理が 「動機づけに対 して目標管理」、組織構造が 「中層に対 して重層」、意思決定が 「根回

しに対 して リスク回避」、人事評価 が 「年功に対 して年功に実力を加味」、イソセソティブが 「報
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酬先送 りに対 してPLイ ソセソテッブ」、企業存続ベースが 「ニ ッチ性(隙 間独創性 ・改善)に 対

して有効性(改 革)」、企業の求心力が 厂個人Q忠 誠に対 して集団の協調性(勤 勉)」、経営幹部の

権限の源泉が 「カ リスマ性に対 してマネジメソ トカ」といった違いがある。

2)環 境変容(異 質)に 適応する リーダーシップと能力開発

今 日の状況は、日常管理も方針管理 も日常業務のマネジメソ ト基本の徹底を図る(改 善 ・改革)

と同時に 「ハイスピー ドで広範囲に、劇的に、そ して静・かに起 きている歴史的な変化の質と量を

高い感性で確実に読み取 り、基本的な方針変更を伴 う変化に創造的に、的確に対処する」.とい う

新たな重大使命が加わって くるので、 リーダーシップ重視のマネジメソ トが求められている。

これまでは社内の情報通にな り、社内人脈 を豊富にすれば、企 業内で個人的に出世することに

なっていた。 したがって、社内以外の情報や人脈に関心 を示 さな くなり・能力の同質 ・平均 ・凡

入性が進み、それにともなって、改善 ・改革には熱心であるが、革新からはだんだん遠ざかって

いかざるをえな くなっていた。能力的にも、その企業の中で しか通用 しない人間を創 り出 してい

たことになる。これまでの日常業務のマネジメγ トでは所与の 目標の達成 と効率の追求が目的で

あ り、従業員をいかに動機づけたり、目標管理をいかに うま くやってい くかであった(52)。

ところが、今 日では企業価値の創造にまで従業員の役割領域が拡大 し、それに適応 した能力開

発が要請 されてい る。マネジメソ トの方向はこれまでは 目標が所与であったので内部志向のみで

よかったが、環境変化の内容が異質となると、目的の選択や企業環境への働きかけが極めて大事

になるので、会社(社 内)で はな く社会(社 外)に 対 して常に目を向ける外部志向の視点がなく

てはならな くなる。 また、この段階では、企業は改善 ・改革に加えて革新機能を通 じて新たな利

潤を獲得す ることになる(53)。そ して仕事のマネジメソ トは、これまでは行動 ・成果が 目に見え

る形で出て くる定型性の高い業務 を知識 と技能の研鑚で管理限界水準以内に維持す ることに注力

していたが、今 日では 目に見えない情報や付加価値を重視す る非定型性の高いプロジェクト的な

業務の管理 が重視 されるようになった。人間関係の維持管理 の領:域の拡大 としては、経験や勘

(過去の成功体験)が 有効性をもつ固定性の高い均質な メソバーに、新たな人材、たとえば流動

的で価値観の多元化 ・多様化 したメソバ』をいかに多 く経営に参画させるかが大切になって くる。

環境変化の内容が異質の領域では,「マネジメソトよりもリー

ダーシップ」がより重要であ り、企業組織を革新型に位置づ

けて運営 し、革新型のイノベーシ ョソを可能にするリー ダー

シ ップが"環 境激変を常態 とする時代"を どう生き抜いてい

くかを決定する最大の要となってきているといわざるをえな

い。人材育成 においては、変革推進者(チ ェソジ ・エイジェ

ソ ト)として、従業員が古い方法を捨て、新 しい方法、新 し

い文化に適応するプロセスを支援することで、 「変革型 リー

ダー(図 表Nの タイプIII・IV、図表Q)の"先 取 り"と"変

化創造"変 革型 リーダー」を獲得することが課題である(54)。

社会は 「工業生産(マ ス)の 時代から知識社会(個 人)の

時代」(図 表T)に 変わり、成長 ・発展する産業 ・業種 ・業

態が大 きく変貌するとともに、市場開放 ・規制緩和 ・情報通

信の進展などは同業者間や国内だけの競争ではな く、もっと

図表T変 化する社会
工業生産の時代

(マ スの時代)

知識社会の時代

(個人の時代)

工業化社会

目

機械の生産力

脱工業化社会

lI

人間の生産力

戦略資源 資本 知識

主要生産物 ハー ド ソフ ト ・サー ビス

技術 機械技術 知的技術

コア人材 技師・技術者

半熟練労働者

科学者 ・技術開発者

専門職

組織 ピラミッ ト型 ネ ッ トワー ク型

権限 命令主義

官僚主義

受容主義

民主主義

経済原:則 規模の経済

範囲の経済

収穫逓減

スピー ド

連結

収穫逓増

統治範囲 国家 地域社会

地球社会
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グローバル化、多様化 した競争世界の中で企業は生存をかけた戦いを余儀な くされている。現在

は今までにないスピー ドで情報が瞬時に世界を駆け巡 り、顧客のニーズも時々刻々と変化 し、ま

た資金がグローバルに移動する。 したがって、企業は絶えず市場、顧客、競合企業の動向 ・戦略・

戦術をキャッチして、自企業に対する"脅 威幻あるいは"チ ャソス"を 目ざとく発見 して、それに

対 して素早い対応を していかな くては生 き残れない、変化へのスピーディな対応(意 思決定)の

時代となってきている。時々刻々の世界経済環境を把握 し、世の中のうね りを的確につかみ、自

企業の進むべき方向をビジョソ形成力 ・先見性 ・リーダーシップで指 し示すスピーデ ィでアジリ

テイな判断力 ・決断力が必要である。 まさに、企業は不連続的変化の局面(イ ソフレクシヨソ●ポイ
ソト:前掲図表o)を 迎えているので

、組織 目的は 「成長機会の創出」、組織管理は 「事業の コソセ

プ ト」、組織構造は 「フラット」、意思決定は 「リスクテイク」、人事評価は 「実力」、企業存続ベー

スは 「革新性」、企業の求心力は 「個人の創造性」、経営幹部は 「り一ダーシップ(変 革型 リーダー)」

でなければならず、そのための能力開発が課題である。

組織変革のあ り方としては、組織の分業や権限関係の安定的なパター ソ、公式的な意思決定機

関(部署 など)と情報系人的なネ ットワークの関係 として、その流れを捉えることができる(図 表

U)。 情報化 ・創造化の時代においては、迅速 に対応でき、良好なコミュニケーショソを有 し、

企業風土、知識 ・戦略が共有された構造が前提条件である。 これまでに 「効率性重視のピラミッ

ド型組織」 「長期雇用のもとで技術・

情報 ・理念を組織内に形成 ・蓄積す

るエクセレソ トカソパニー」 「戦略

的発想 。方針を重視す る超優良企業
一戦略的組織改革一」を経て、今日、

「フラッ トな組織」がクイ ックレス

ポソスのために採用 されているが、

この段階ではまだまだ内部情報蓄積

型である。 もちろん、フラット組織

には外部情報発見 ・獲得型の要素 も

加わってきているが、 「中央の管理

部門を縮小 し、それぞれを事業主体

とす る分社化 ・ピグミー企業」 「コ

ス トのかかる間接部門を外注化す る

アウトソーシソグ」において組織原

理が外部情報発見 ・獲得型となり、

「バーチャルコーポレーショソ」に

達 しては じめてネットワー クのみに

よる付加価値の創造が可能となると

いえよう。こうした組織変革の時代

の流れに対応で きる変革型 リーダー

になるためにも、外部へ人脈を広げ、

異業種研修会などに参加 して外部の

情報を吸収、蓄積 したり、他業界の
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専門家 ・一流講師を招いで.そ の人を講師として幹部研修会を企画するな ど、外部とのネッ トワー

クを広げてい くことが重要となってきたのである。 ここ数年、先達企業ぞ実施 されるようになっ

た選抜型幹部妍修の 目指 す もの ぼまざに この ような要請に応 えようとす るもので あ る(55)。

「1999・8・30』 起 稿 」

(注)

01:U【hch,D.,HumanResourceChampi6ns:HarvardBusinessSchollPress,1997、P100

02:緯 務庁 厂労働力特別調査」に おける転職希望率は年 々上昇傾 向を示 してい る。1977年 の4.3%に 比 べ1997年 でに その3

倍 の12.6%に まで高 まつている。社会経済 生産 性本部 がここ数年 、新 入社 員に対 して実施 してい る調査では転職容認派

の割合 が年 々高 ま り、1998年 男子71..2%、 女子80.6%で ある。

03:鹿 島建設 は1998年3月 末 の社員構成 が40歳 代27.7%、50歳 代36.4%と40歳 以上が3分 の2近 くに まで なってい る

04:富 士 ゼロ ックスは現状 のまま推移す ると1996年 の40歳 以上40%程 度:が1q年先 の2005年 では67%に な ると危機意識 を募 ら

せ ているく富士 ゼロ ックス教育研究所 部長 山崎;郁一郎氏談話(98・10・11)>

05:米 国IBMは 従業員 を40万 人解雇 したが、 日本IBMは1993年 に50歳 以上の従業員3000人 を対 象に希望退職の募集 を発

表 、退職者 には大幅 な退職割増金や 、人材受皿.のサー ビス会社 への転籍 、週休3日 制 の嘱託社 員制度 など多様 な選択肢

を提示 して1割 弱 を解雇 した。 日本の社会慣行 や労 働法規 のも とで は米国 めよ うな解 雇(レ イ オフ)は 出来ない とい う

ことで、 日本 の大企業 の人 の リス トラのモデルが 日本IBMで あった。

06:日 産 自動車横浜工場の食堂部門 を全 従業員900名 も含 めて グリー ソハウスが買収、鐘紡 の医薬品新事 業部 門の研 究 ・開

発 ・営 業担 当者600名 が 日本オルガ ノソに移籍 、住 友銀行 のダイ レク ト事業担 当40名 全員 が トッパソ ・フ ォムズ に移籍

など。

07:長 期帳 尻あわせの システ ムは図表 に示 した ように、「①貢献 度が年収 よ りも低 い会社 の教 育投資 期間 、②50歳 以上 の仮

に貢献度 が低 くな って も一定 の年収 が維持 され る期 間、③"定 年後 年金 として払われ る期間""ど ④働 き盛 りで会社

へ の貢献度 が年収 を上回 っている期 間"の 支払 い総 額が一致(①+② 十③=④))す るように設計 されたものであ る。

08:「 松下電器産業 は来年 まで に戦後初 とい う賃金体 系の変更 をす る。松下 グループで同 じ賃金体 系を分 社別、職種別、地

域別 に切 り替 える。賃金 カーブも40歳 か ら寝 る形 にな る。60歳 定年 を延長 するアメも用意 しているが、中高年は大幅 な

賃下 げになる。」(日 本経 済新 聞1999・08・03)

09:1998年4月 に松下電器産業 が退職金前払 いの全額給 与支払 い型社員制度 を導 入 している し、労働 省の1999年 の アソケー

トで は3割 以上の企業が将来 の給付 削減を検討 して いる。「ソフ.トメー カー の コナ ミは今年の退職金前払 い制 度 の対象

を管理職 に拡大、将来 は一般職員 まで広 げる方針。 惣菜大手 のロ ック ・フ ィール ドはこれ を一歩すすめて退職金制度 を

全廃、7月30日 までに引 き当てた退職金 を全額 、社 員 に返還 して、給与 を4-5%増 やす」(日 本経済新聞1999・07・

27)

10:1999年5月 の完全失業率 は300万 人を超 える4.6%、 同4月 の有効 求人倍率 は0.46で ある。企 業の リス トラなどによる非

自発的失業 者は同5月106万 人で、その約7割 が35歳 以上、男子 の完全失業老数は207万 人 と過 去最高であ る。

11:中 高齢層 に欠けている能 力は 「斬新 なアイデ ィア ・構想 を生 み出す能力」 「進取の精神 ・好奇心」「環 境変化を理解 し、

認識 できる能力」「パ ソコソ ・コソピユー タな どIT技 術を活用す る能力」 とい った 噺 しい仕事 に対応す る能力ワ"何

で も出来 る能力"で ある、とい うよ うに どの書 物で も説 かれてい る。 しか し、"何 かが出来 る能力"`完 成度の高 い仕事

をす る能 力"は 年齢 ととも・に高まる、 とみなす ことが 出来 る。 また、非言語的能 力(動 作性 知能)と い った流動性能力

は加齢 に伴 って衰 えて い くが 、言 語的能力 といった 結晶性能 力はかな らず しもそ うでは ない 〈B本 組織研究所長 中島

亮 昌氏講 演(ヵ ジマ ・マネジ メソ トセ ミナー:1997・10・15)>

12:長 期継続 雇用人材を前提 に社 内でのキ ャリア形 成、人材 育成を図 る一律的な方法か ら、企 業の経営戦略か ら導 かれる新

しい人材 リソースを活用 した人材 リソー冬ポー トフォ リオに基づ いた多様 な雇用 ミックス戦略 が必要 になる。人材 リソー

スポー トフォリオの代表 例と しては、・企業が保有す べき コソビタソス(コ アと非 コア)と保有 または獲得す るまでのタイ

ムスケール(長 期か短 期か)の2次 元 で構 想 され るものであ る。 それ は①長期 にわた り自社 が育 て、保 有すべ きコ ソビタ

ソスを担 う長期雇用社 員、② プ ロジェク ト契約な どのよ うに、限定 された期間で フルに専門能力 を発揮 し、特定 の成果

を上げる ことが期待 され る有期契約社員、③企業内 では周辺的な業務であ るが、効率的な事業運営上、短期的 に必要 と

なるスキルを有 してい る人材を使 用す る場合の、派遣 、パー トタイマー、 アルバイ ト等の形態、④ 自祇 の コア コソピタ

ソスに経 営資源を集中 させ るため に、 あえて 自社内 には保:有せず、他社の経営資源を活用す るアウ トソーシソ グ、ア ラ

イア ソスの4つ の形態で あるρ人事 システみの 目的 は 自社 の強 みを維持 、強 化す るために あるめ で、 コソビタソスを何

にお くか、企業 における中核 とな るものは何か、周 辺 とな るもの は何か を定めることは企業 の人材戦略 の出発点 である。

17



また、 タイムスケール の長期、短期 は～ コンビタソスと同様、業種 によって も、企 業に よって も異なるが 、変 動が激 し

い時代1こあ?て は、企業 の戦略変化 は当然の ことである し、長 い時 間をかけて育成 、維持 して きた人材が 門挙 に陳 腐化

し、 コソビタソスた り得な くなることも想定 される。そ こで、長期雇用 の人材 リソースのみに頼 る ことでは個人 の適性 、

能力が環境変化に追いつけない場合が常態 となって くるので、雇用 ミックス戦略 はことのほか重要 な もの となってきた。

13:牧 野建治 「研究論文:企 業内教育 の戦 略的視点」『生 涯学 習フ ナー ラム』、第1巻 創 刊号(1997)、PO1

14:こ れ までの福利厚生 メ拳ユーは長期雇用(employment)支 援 のもので、保養所使用、社宅 使用、社員食堂 ・昼食補助 、

住 宅 ロー ソ補助 、家族旅行補助、入間 ドック、定期健康診断補助 などであ ったが、 これ らは徐 々にその重要性 を失 い、

能力 ・成 果 を重視 した新 しい タイ プの福 利 厚 生 メニ ュー に取 り替 え られて い く。 そ れ は労 働市 場 個 人就 業 能 力

(employabihty)支 援 のもので、例 えば資格 取得支援 、』自己啓発 ・キ ャリア開発支援 、介護補助 、ベ ビー シ ッター費

用補 助、契 約託児所使用 などで ある。

15:企 業内で実 施 され る集合教育は 「経営課題 対応研修」「職 能別研 修」「階層 別研修」 の3つ に大別 されてい る。営業 、技

術 、技能、経理 、人事勤労、総務等部 門毎に違 いは あるものめ キャ リャ段階 に応 じて整備 ・体 系づけ られ ている.「職能

別 研修プ ログラム」 に対 して、終身雇用 制度を補 強する よ うに整備 ・体 系づけ られてい るのが1新 入社 員、一般職 、主

任(主 務)層 、課長(主 査)層 、部長(主 管)層 別 に必須の履修 を義務 づけた 「階 層別研修 プ ログラム」 である。終身

雇用 制度 の崩壊ない しは是正 をやむな しとす る経営環境 のなかで 、階層別研修は"義 務教育的 な必修型 か ら選抜型研修"

麻 そ㊧運 営形態 を変 えて実施す ることが時代潮 流 とな って きた。
16:日 本型経済 ・経営 システムの特徴 と しτ、終身雇用制 ・年勢序列制 ・企業内組合、翰串主導型経済産業政 策に よる誘導、

メイ ンバ ソク制株式持合～・・系列化 といった ことが指摘で き、 とれ らを背景 に して 日本経済は経済成長 の好循環 を生 み

出 して きた。 それ は設備や人材育成 への積極投 資が生産能力の増強 を可能 に して、 各企業は シェア拡大 ・量的拡大 を企

業 目的に した鏡争 を行 った。 これ は規模 の経済 性の追求であ り、規格化6標 準化 による大 量生産 ・大量販 売の達成 で大

幅 な コス トダウソを達成 稼働率の維持 のために集中的輸出攻勢 を国際市場 で行 ない増収増益 をあげた。 そ して、 これ

が積極投資 の元本 とな るとい.ラ好循環 のサイ クルを産みだ した。言 い換 えれば、海外 技術の導入 と活発 な投資、金融 ・
企業 系列と株重の持合 い、長期継続取引 を嫡 じめとす る日夲的商慣行、年功序列型賃金 をは じめとす る日本的雇用慣行 、

集団主義の経営などが、第二次大戦後め冷戦状況の中で 日本経済 に効果的に機能 し、その結果と して 、高成 長、高所得 、

低失栄率、技術革新の進展 と品質向上、海外 での製 品の シェアーの 向上、労使関係 の安 定、な どがもた らされた。

このよ うな日本の経済 ・経 営の好循環 システムが、崩れ始めてい るのが今 日である。所得は世界上位 ク ラス にな り、

それ にともなって個人の緬値観が多様化 した り、少子化 ・高齢化が進展、 さ らに東西冷 戦構造 の崩壊、情 報化技術 の高

度 な活用 「・展開 により、経 済競争が いっそ うグローバル化 して きた こと等 で、 これ までの好循環 に働 いた諸要因が今度

は マイナス に働 くようにな って きたので ある。終 身雇用 を優先す るあま り、 わが国企 業が抱え る過剰人員 数(企 業 内失

業者)は その時 々の経済状況 や雇用政策 に もよ るが、現在 の長期 不浣化 では500万 人 に も達す るといわれて いる。1999

年 の経済 白書 は3月時点で昂間 の研 究機 関 より少 ない228万 人 と想 定 して いるが、 これ を企 業がそ のまま労働市 場に排出

す ると失業率 は8%台 半ばにな る。不況 が長引 けば経営 革新や収 益性 の改善 を 目的 に した人事 の リス トラ は より広範 に

行 われ る。終身雇用 のメ リッ トは、1)モ ラルの向上2)帰 属意識 ・忠誠 心3)計 画的 な入 材育成4)労 使契 約り

安定5)ノ ウハ ウの蓄積6)従 業員の能力 向上7)雇 用不安 の軽減8)従 業員問 の コミュニケー シ ョソ、の順 位で

あ るといわれてい る。終身雇用 の維持のた めの主 な条件 は、1)企 業の成長 ・規模拡大 と同義語 のピラ ミッ ト型組 織、

2)社 会全体が ピラミッ ト型 の人 口構 成、で あるが、、今 臥 この条件 を充たす ことができない経済社会状況 である。低

成長 ・少子化 ・高齢化 のなかで、企業は年功 とい うだけでよ り高 い賃金 を受 けとっている中高 年の比率 を高 め、人件費

の負担が大 き く企業活 動を制約 す るに至 って いる。終身雇用 制の もとで この人件費 の固定 化を軽減す る施策 と しては、

1)売 上 ・仕入れの固定 化(系 列化)「2)株 の相互持…合(第2次 大戦後30%、60-70年 代50%、 最近45-50%)な どに

よる取引高 の安定(:増 収増益)、』3)終 身雇用社員 め残業 ・24時間勤務 意識 の会社人間等 があ るが、 とう した 日本 的商

慣 行が 日本企業の高 コス ト体質 を形成 して国際競争 力を低 くしてい る。集団主義 による協調 的 な働 き方 は会社人 間か ら ・

の脱皮を阻み グローバルな視点 が失 われた ままで よ しとす る し、 日本の市場で ベンチャー企 業が悪戦苦闘す るのは改良

型製品が創造型の参入 をいまだに阻止 してい ることが大 きな要 因であ る。

17:ゴ ス ト構 造の リヌ:トラの施策 は、設備 の廃棄 ・集約化、部品 の共通 化 ・内製化、生産 の海外 シ フ ト、部品 の現地調 達率

のア ップ、部品資材 の輸入調達等 であ る。

18:事 業ポー トフォリオの リス トラの施策 は、不採算 事業か らの撤退 、得意 ・不得意分野へ の特化 、系列 ・業種 を超 えた戦

略 的提携(部 品 ・新製品 の相互供給、技 術 ・商品の共同開発、流通 を軸 に した垂直統合 など)等 であ る。

19:マ ー ケッ ト戦略 の リス トラの施策は・.徹底 した顧客思考に基 づいた商品開発 ・サー ビス、製品ゐ過剰機 能排除 、マーケ ヅ

トについての世界の地域別特化等 である。

20:景 気低迷 による業績不振や リス トラ費用 の発生で配当負担 の耐 えられない企業や巨額の特別損 失を計上 して、配当原資

が底 をついた企業が出て いる。1999年3月 期の株 主配当 を見送 った上場 企業が過表最多402社:に もなっている。

21彗999年 にな って公表 された人の リ坏 トラは、NTT21000人(3年 蘭.東 西地域 会社 め全従業員 の16%)、 ソニー:17000

人(4年 間)、NEC:15000人(3年 間)、 三菱電気;14000人.(3年 間)、 日立14000人(3年 間)、 日産10000人(3年 間、
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国内全従 業員 の25%)三 洋電気:6000人(3年 間)、 武田薬品工 業:4,000人(5年 間、本社従業員 の4割 強)ダ イエー:

3000人(3年 間)、 そご う.:2000人(2年 間)、 日産 デーゼル:3000人(2年 間)、 丸紅:900人(2年 間)、 コスモ石油:
.1200人(全 従 業員の40%)

、 、トーメ ン:800人 く全従 業員の30%),日 本興業 ・第一勧業 ・富士銀行の三行事業統 合後600

0-10000人 等 、拾 いあげてみ るときりがない。

22:㌦日経連会長 奥 田碩氏講演(日 経連夏季 セ ミナー:1999・08・Q5) 、

23:日 経連 副会長 鈴木忠雄氏談(NHK日 曜討論:1999・07・25)

24:警 察庁 の集計 では1998年 の全国の 自殺者は前年 よ り8472人 多い32863人(前 年比35%増)で 、過 去最多、 しか も"経 済 ・

生活 問題 の自殺 が70%増 の6058人"で ある。(日 本経済新聞1999・07・02)

25:1989年3月 末 と99年3月 末の時価 総額 は、 トヨタは7兆1569億 円に対 して12兆9112億 円、ホソダは1兆7985億 円に対 し

て5兆2131億 円と急増価 しているが、 日産 は3兆7469億 円か ら1兆1560億 円 に急減価 している。

26:日 本経済新聞1999・03・17

27:1999年2月 末の時値総額 と株価 は、ヤマ ト運輸6847億 円 ・1597円 に対 して 日本通運6381億 円 ・594円 、富士通277767億

円 ・1480円 に対 して 日立250334億 円 ・750円 、ニ コ ソ6141億 円 ・1660円 に対 して オ リソパ ス3412億 円 ・1290円 、 山之内
'製薬12453億 円

・3620円 に対 して三共11700億 円 ・2550円 、三井 金属2567億 円 ・544円 に対 して三菱 マテ リアル2326億 円・

208円 、 日本航空5390億 円 ・303円 に対 して全 日本空4977億 円 ・345円 で ある。東証一部上場企業 の1999年9 ,月末時点 上

位1割 の時価総 額約289兆 円、下位1割 が約9,600億 円で、 その格差 は300倍 であ るが、パ ブル期 の1989年 時点で は69倍

にす ぎなかった。

28:"ManagementofTransfo㎜ationandChange""ManagementofEmploy㏄andConthbution""Management

ofStrategicH㎜anResource""Managemento価mI㎡rastructure"の4つ の役割 を提示 して説 明。

(Ulrich,D.,HumanR6sourceChampi◎n:HarvardBusinessSchoUPress,1977、P24-25)

29:厂 シァー ズ社 では、企 業全体 で コス ト削減に取 り くんだが、 この際 人 材経 営部門は各店舗の従業員ひ とり当た りの人

件費を下 げるために、有効な給与管理、 ジ ョブローテ』 シ ョソ、ダ ウソサイジソグのプ ロジェク トを実践 した。 ウルプー

ル社 は、・家電製品で世界規模 のマーケ ヅ トシェアの拡大 を目指 したので、人材経営部門は、その採用と人材開発 の方法

を充 実 させて、世界 に通用す る高能 力の人材を育てた。 コル ゲー ト・パル壬 リブ社はその売上げを伸ばす戦略 を展 開 し

たので1人 材経営部門 はこれに応 えて、売 上げ向上 を支援す る給与 、報賞 システ ムを生みだ し、実践 した。モ トロー ラ

社 は ロシアの市場 に参入 した際 にはロ シアの顧客に対 し、翻鰊 と開発 の機 会を提供 した。 これ らのいずれにおいて も、

人材経 営の諸方法 を活用 して、企業 の ビジネス戦略の実現 を促 して いる。」

(梅津祐良 「アメ リカ企業 における最先端 人材経 営」『H『RRメ ッセージ』、1998-Winter,P32).

30:連 合総研 「新 らしい働 き方 をめざして」報告、電機連定期大会(95・97年)で の提言、三和総研 「未来型人事 システム」

報告 等

31:報 告書は 「環境変 化に ともな う経営理 念の確立 と経 営の あり方」「雇用 ・就業形態 の多様化 と今後の雇用 システ ムの方

向」 「賃金 決定 シ坏 テムの見 直 しと職能 ・業績 に もとつ く人事 ・賃金管理 の方 向」 「動態 的組織編成 のあ り方」「個性重

視 の能力開発」「福利厚生 の今後の基本的方向」「これか らの労使関係 と企業 の対応」の総論 と 「効果 的な雇用 ポー トフォ

リオの導入」「企業活性化 のための人事諸施策 の検 討」厂職能 ・業績重視 の賃金制度 の導入 と実施上 の留意 点」「裁量労

働制 の活 用 と適用範囲 の拡充」「中途 採用者の活用 と民間有料職 業紹介事業 の積極的推進」の各論か ら構成 されてい る。

人事 システ ム、特 に、雇用 システムの方 向性について注 目すべ き提言 は総論部 分の 「雇用 ・就 業形態 の多様化 と今後 の

雇用 システ ムの方向」 である。それ は 「長期 継続雇用 は人材 の育成 ・活用 、労使 関係 ・雇用 の安 定によるモ ラール ア ッ

プの維 持 などを通 じて、企業の発展 に大いに寄与 し、今後 も基本的 に大切 にすべ き雇用慣行で あると しつつ も、(a)年

功的 人事労務管理 の下では、 ポス ト不足 や人件費の増加 に より企業活力 がな くな る、(b)同 質性の強 い組織風土 が、従

業員 の 自主性、 自立性、独創性 の欠如 や責 任の希薄化 を生む土壌 となっている、(c)企 業偏重型 生活 ス タイルか らの脱

却 の困難が社会 や家庭 のバ ランス を崩 してい る、(d)国 際 的には理解 され に くい雇用慣 行 とみ なされてい る」 とい った

課題 を指摘 した。そ して 「日本 の雇用慣行 は長期 雇用 をベー スに硬直的 である と見 られ ることが多いが、現実 の企業経

営 は柔軟 性に富んでい る。最近 の雇用調整 等の動 きに よ り長期継続雇用 が崩壊 す る方向にあると見る向き もあ るが、そ

れ は正 しい理解の仕:方で はない。む しろ、 雇用調 整の システムの存在 が長期 継続雇用 の慣 行を支 えてきた と理解 す べき

で、その考 え方は今後激変 が予想 され る経済環境の下で も堅持 して い くべきで、 なお、今後の課題 として生産 性の維持・

向上 との調整 を図 りつつ、賃金分割 をと もな うワー・ク シェアリソグの導 入 も検討 に値す る」 と述べ ㍉「日本の雇 用慣行

は、時代 の諸環境の変化 に柔軟 に対応 し今 日た至って いるが、長期的視点 に立 って、・人間中心(尊 重)の 下 、従 業員 を大

切 に してい くとい う基本的考 え方 は変 わっていない。新 しい雇用慣行 はこの理 念を持ちなが ら、産業の構 造的転換、労

働市場 の構 造的変化、従業員 の就労 ・生活 意織の変化 に柔軟 に対応 で きるよ うにその内容を整える ことが大切 で ある。

それは長期継続雇用の重視 を含 んだ柔軟 かつ多様な雇用 管理制度 を枠組 と し、企業 と従業員双方の意思の確認の上 に立 っ

て運営 されて い くもので 、雇用関係 においてほ企業 と従業員個 々人 の意思 が明確に され ることが基本にな り、個別管理

の方 向が明 らかになる。 またこれ らの実施 に よって、個人の働 きがいや 自己実現を達成す ることになる」 と主 張 して い

る』
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32:佐 野 洋子 『企 業内労働市場』有 斐閣、1989、P61

33;「 伊藤忠商事 は事務職を子会社 の人材派遣会社"キ ャ リアプラザ(東 京 ・港)『 が一括採用 し、伊藤忠のほ か国内 グルー

プ会社約330社 に業務 内容に応 じて派遣す る。採用者 には貿易や秘書業 務等、専門教育 を施 し、 グル」プ各社 は実務 能

力の高 い人 材を確保す る」(日 本経済新聞1999・05・14)

34:「 通産省 の試算 によると、 アウ トソー シソグの市場 は現在17兆 円、今後10年 間で33兆 円の規模に拡大す る」(日 本経 済

新聞1999・01・23)。 「通産省 が調査 した アウ トソー シングを活用 して いる業務は給与計算 など管理業務 にまで定着 し

て きた」(日 本経済斬 聞1999・07・08)。 「総務 や経理 な ど事務部 門のフ;ウトソー シソグ市場 で、従 来の単純 な事務 請

負 よ り専門 的な高付加価値 サー ビスを提 供す るペ ソチ ャー企業が相次いで いる。例 えば、イソターネ ッ トを活用 して煩

雑 な総務関連 事務を伝票 な しで処理す る企業:"ア ウ トソーシ ソグセソター(東 京 ・豊 島)"。 月次 決算 など細 かな経

理作業 を請 け負 う企業:"和 陽 イソ ターナ シ ョナル ・コソサルテ ィソグ(東 京 ・港)鯵 。専 門家向け高画質印欄 を行 う

企業;"東 京 リスマ チック(東 京 ・板橋)"。 印欄請 負の24時 間営業店 舗を開設 した企業:・"ミ ュー(東 京 ・新 宿)"

等で ある」(日 本経済新聞1999・ 』03・01)。

35:厂 三菱商事:は人事、総務 など管理部 門と情報、金融 、物 流 といった営業部隊 の分社:化を推進 中で、既 に501社 を上回 る。

伊藤忠商事 は社 内分社制度 で独立採算化 した本社 の各営 業部を持ち株会社 の傘下の子会社化す る方針 で、実績 を上げ ら

れ ない営業組織 や子会社 は切 り捨 て られ る運命 にあ る」(読 売新聞1999・02・09)。

36:JMA『 戦略組織 ・人事 コース:共 同テーマ研究報告書』JMAマ ネジメソ トイソステチュ ト、1999、P27-28

37:日 本経営'協会 『21世紀 に対応 した コア人 材 とアウ トソー シソグに関す る調査』 日本経営協会 、1999

38:ビ ジネス ・コアをプロフ ェシ ョナルと定 義す る寺 本義也 氏(北 陸先端科学技術大学院大学知識科学研究科教授)の 見解

に触発 され て類型化 した。
』39:プ ロとは

、素人 よ りも"一 段 と高 い知識 を もち、 また、一段 と高 い ファイ ト(熱意)で 、一段 と多額 の稼 ぎをす る人"

であ る。 プロの ビジネスマ ンは単 に額 を多 く稼 ぐとか給与 分の利益 を上げれ ばよいとい うのではな く、給与 以外 の人件

費、教育訓練 費、福利厚生費 、設備 費、土地代 、光熱費、電話代 な'ど、給与 の3～5倍 の利益 でやっと企業 としてや って

いけ る状態 なので、これ以上 の稼 ぎを しなけれ ばな らない。

40:プ ロは、"他 者 を しのいで抜群の能力 を発揮 す る人"で 、 その内容は 「自分 自身に打ち勝 つ ことので きる」 「将来 または

実 際 に行動す る段階で 、い ろい ろ'なことに備 えての精神 的 リハ ーサル(イ メー ジング、 シナ リオづ.くり)を してい る」

「自信 をもって リス クテ ーキソグす る」 「居心 地 のよ さを感 じるよ うな場や状況を な くし、絶 えず挑 戦す る課題(問 題)

を創 り出 し、課 題解決に努力す る」 ζとにあ り、 これ らを総括 して まとめ ると、"芸 事 のよ うに仕事 を「して いる人"で

あ る。 プロは何 よ りも、そ の仕事 が大好 きであ る。 しか し、「好 きな るが故 に、苦 しみ も倍加す る。 プロはその苦 しみを

乗 り越 え、 向上 し続 けることに限 りない生 き甲斐 を感 じてい る。

41:プ ロの条件 と しては、①不可能 を可能 とす る 「新 しい価値創造 の精神」、② 逆境 を能力発揮 のチ ャソスと捉 える 「積極

的態度」、③ 達成で きなかった原因を他責 にせず、 自責と して 「新 たな成長への踏み台 とす る責任感 」④ 自分 の仕 事に

限 りない誇 りと良心 と愛着心 をもってい

る 厂現状 肯定 ・慈 謝の主体 性」、⑤ 自分

の財産 と して人的 ネ ッ トワークを構築 し

てい る 厂人間 の魅力」、 などであ る。 プ

ロの条件 を総括す ると、 プロとは"常 に

現状 におけ る自己否定 を繰 り返 し、自己

革 新 を続け るバ である。 したがって、

3ヵ 月経 って何 の変化 もなけれ ば、す で

にプ ロでは ない。

42:日 本では プロフェ ッシ ョナル とスペシャ

リス ト(専門家)を 混同 して いるのが一般

的であ る。本来 の意味で はスペシャ リス

トはあ る分野 における専門的 な知識 と経

験を豊富にもっている人であり、プロフェッ

シ ョナルは専門性を云 々す るのでは な く、

その人の出 した アウ トプ ッ ト(成果)が 顧

客 のニー ズをどの程度充た して いるか、

付 加価値を どの程度顧客 に与 えることが

で きたか、で評価 され る。

43=プ ロとは`決 断 力が早 く、 チャンスを決

して逃 さな い人"で あ るが、 どのよ うに

仕 事を したかで はな く、 どの よ うな仕事

20一



を したかによって評価 される。プ ロは最 終的に数字 で評価 され、経済 的報酬で差がつ く。

44:プ ロと しての最大の必要不可欠 な条件は、「学 習 したことを 自らの自覚 のも とに経験 と して積 み上 げて、無 自覚の もと

で もそれがス'キルと して実行 で きる ようにす ることであ り、 さらにそのスキルを高め るための絶 えざる能力開発の訓練

を行動習慣 にまでもっていける心構 え」 であ るb人 間 は誰 で も無 自覚 ・無能な ところと無 自覚 ・有能な ところまで、 い

ろいろなものを潜在 させているが、他者 を しのいで抜群 の能 力を発揮 する人は行動習慣 として無 自覚 ・有能の段階 の比

率 が高 い(図A)。

45:日 本経済新聞社 の集計(1999年6月)で は、上場企業7%の179社 が商法 上の取締役 とは別に 目常業務に専任す る 「執行

役員制度」 を導入 も しくは導 入を きめた。 ソニーが1997年 に初 あて採用 してか らわずかの2年 で急速 に浸透 した制 度で、

採用企業 の取締役 はほぼ半減 、取 締役 の経 営革新は一歩前進 した6ζ の制度を活用す る企業が さらに増え ることは必至

で ある。

46:「 シグモイ ド ・カーブ(図B)は 人生や生命その ものの話

を要約す るものでもある。 われ われは、ゆ っくりと、実験

しながら、 またよろめきためらいつつ、生活をは じめる。

満 ちると思 えば欠 ける。 それは大 英帝 国の一そ して ロシア

帝国 の、昔 かちのあ らゆる帝 国の興亡物 語でも'ある。 それ

は製品 のライフサイクルの、そ して多 くの企業の栄枯盛哀

の話で もある。 それ は恋愛 や人間 関係 の経 過 まで描写す る

ものである。 もしそれがすべてだ とい うことにな るな らば、

人の気持 ちをえ らく滅 入 らせるよ うなイ メ・一 ジであ って竃

正確 にカーブ上 のどこに人がいるのか、実 際には どのよ う

な時間単位 を底流 にある ヨコ軸 の 目盛 りの上で使 うべきか

決 める以外 に、論 じるべきものはなに もない。 しか もこの

時間単位 の 目盛 りもこれまたなお さら気が滅入 るよ うに次

第 に小 さ くな りつつある。前 には10年 間、あ るいは ひと世

代 とい うこと さえあった。今 ではそれが年単位、時 には月

単位 にもなる。加速す る変化 の速 度は どの ような シグモ イ

ド ・カーブを も収縮 させて しま う。…:・ 略…… しか し、

辛 いにも、 カープを超 えて生き られ るのだ。不断の成長 の秘訣 は、最初 の シグモイ ド・カー ブがだんだん と消えて い く

前 に、新 しい カー ブをス ター トさせ ることにあ る。 その2番 目のカー ブをス ター トさせ る正 しい場所 は図のA点 の位 置

で ある。 つま、り、最初 のカーブが沈下 しは じめない う'ちに、 しか も新 しいカー ブ上で当初の探 りや もが きやへ まを くぐ

り抜 けさせ るだけの力とエネルギーは もとよりの こと、時間が十 分にあ る位置においてで ある。 こうした ことは 自然 の

理 と思 われ よ う。すなわち、A点 においては個人 も組 織や機関に届いて くるすべての メッセー ジは万 事が うまくい って

いるとい うことであ り、したが ってその時点での処 方が大変 うま くい うてい るのに、 これ を変更す るのは全 く愚か しい

ことだとい う、 まさにその暁 点においてなので ある。』しかるがゆえに、実際上は、個人的 な変化 にせ よ、組織上の変 化

にせ よ、変 化にっいてわれわれは知 っているすべてが教 えて くれ るように、変化めための真のエネルギーは、最初 のカー

ブのB点 上 において、思い もか けない大変 事や大災厄 と ともに直面す る時 に しか来 ないのである。 しか し、『この時点 で

は、 それまで本来な らば2番 目のカーブ上 にい るべ きところまで、自 らを引 き上げるには大変な努 力を必要とす る。」

(Handy,C.(小 林薫訳)『パ ラ ドックスの時代』 ジャパ ソタイムス社 、1995、P98-99)

47:三 木佳 光 『変革型 リーダーのパ ラダイム』総合労働研究所 、

1998、P28(図C)

48:イ ソフ レクシ ョ.ソ・ポイ ソ ト(閾 値)と は環境 が変 われば

現在 のパラ ダイムの延長線上には生 き残 りの解 を見 出せな

いとい う非 連続 のエネノレギーの壁で ある。例 えば、100点

を合格 点とす ると100点 の人 と99点 の人 とは天 国と地獄の

差 となる、 あるいは ポー トで川 くだ りを していて前 途 に滝

があった時、見事 なピ ッチの一生懸命 の漕 ぎ手 が逆 に不要

にな り、翼 とエソジソをつけ なければ滝 を乗 り越 え られ な

いといった局面 である。

49:日 常管理は業務改善 を意味 して"問 題解決 的、斬新 的、 ム

ダの排除に よる コス ト削減、局部対象 、小 集団活動型創意

工 夫依存"の 内容に対 して、方針 管理 は業務 改革を意味 し

て"課 題解 決 的、即時急速的、情 報技術活用 に よる非付加

価 値業務の排除 、全体 システム対 象、組織 活動型創意工夫
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依存"の 内容 になる

501「 ホテルチェーソのマ リオ ッ ト社 は、人材のス タ ッフ ィソグ、・開 発、評価の プロセス をつね に見 直 し、向上 させ ること

によって効果的 なイ ンフラス トラクチャー を築いて いる。つ まり、さまざ まなホテルで行 われているベス ト・プ ラクテ ィ

スを他 のホテル施設 に伝播 させるために、一時的 にあるホテルのベス トの人材を他の ホテル に移動 させ た り、 あるいは

各 ホテルの人材経営専 門職 にペス ト・プ ラクテ ィ入を学ばせ ることによ って、全社 的 にペ ス ト・プラクテ ィスを広 あて

い くことに努めて いる。 また各 ホテルに権限委譲(エ ソパ ワー メソ ト)をはか ることに よって、各所 で新 しい人材経営 の

す ぐれ た方法 が生 みだ され ることを促 してい る。 さらに、全社的 に統合的なサー ビスを提供す るた めに(た とえば、福

祉 、退職、給与の管理)、 サー ビスセ ソター を設置 す ることによ って、規模 の経済性 を実現 してい る。」

(梅津祐良 「アメ リカ企業 における最先端人材経 営」『HRRメ ッセー ジ』、1998-Winter,P32-33)

51:「 マイクロソフ ト社は従業員 が自らの意見 、懸 念 を表 明で きる社員 ミーテ ィソグを継 続的 に開 いて いる。 ア ップル社 は

従業員が企業の諸制度 、管理方法 に関 して抱 く疑問 をいつでも受 けつける"従 業員 サービスセ ソター"を 開設 してい る。

マ リオ ット社は高業績 ワー クチームを生 みだ し、各 チー ムに属す る従 業員の問題 、関心、二一 ズに応 えてい る。 ヒュー

レ ッ ト・イくッカー ド社 は定期的 に従業員 のオ ピニ牙 ンサーベー を実 施 して、従業員 のニー ズをつ かみ、適 切に対応す る

ことに努めてい る。」(梅 津祐良 「ア メリカ企業 における最:先端 人材経営」rHRRメ ッセー ジ』、199&一Winter、P33)

52:厂 日本的雇用慣 行の下で育 った人材特性 は、①社 内だけで通用 し、社会 的には通用 しない人材 ② 単な る年功者 が増 え、

格付け資格等級や 賃金 に見合 った生産性 をあげ得 ない人材 ③過 保護 の なかで育 った ことから、競争 に弱 く、激変 す る』

時代に対応 し得ない人材 ④ 会社 の看板 ・役 職の肩書 をはず すと対外的に は通用 しない人材 ⑤真 の意味 でのスペ シャ リ

ス トが育たず、単な る熟練 ・経験 だけの人材 ⑥ 独創性 や創 意工 夫、戦略形成能力 に欠けた人 材 ⑦国際社会 での経 験が

浅 く、』ビ ッグバ ソや 国際 的市 場競争 の中で は通 用 しない人材 ⑧ 自分の能力 を過信 し、会社の看板 ・のれ んが自分 の実

力 と錯覚 してい る入材 ⑨ プ ロと しての自覚 に欠 け、かつマネジ メソ ト能力に欠けた人材 ⑩ 個性 ・特性が な く、考 え方 ・

視 点 が類似 した 同質 的 な人 材 、 であ る」(池 川 勝 「高 齢化 時 代 の 人材 の 開発 と戦 力 化 の実際 ⊥ 『企 業 と人 材 』、

1998・05・20号,P60)

53:改 善は現状の維持 ・向上のたφに、安定性 ・予測可 能性 ・熟知性 ・確実性 を基本 とす る。改革は現状を変化 させるため

に、変化性 ・予 測可 能性 ・非熟知性 ・不確実性 が付 きまと う。:革新(変 革)に つ～・ては、V.A.ト ソプソ ソの定 義で

は"革 新 とは新 しいアイデア、新工程、新製品や新 サー ビスの発生 の受容 と実現化で ある"と してい るので、革新機 能

(lnnovation)は 新 しい アイ デ アの 発生 を 意味 す る発 明(iロventlon)と は異 な り、 受 容 と実 現 を意 味 す る企 業 化

(commercialization)が 条件 となる。マー チ=サ イモ ソは"変 化 が新 しい行動プ ログラム(perfofmancepfogram)の 作

成 と評価を要求す ると き、創造 と革新が あらわれ る卿 とのべてい るので、企業行動 のす べてが革新を意味 しているので

な く・アイデアが一定 の行動プ ログラムに具体化 され 、それが受容 され ることが革新 の内容で、 これに合致す る企業 行

動 のみが企 業化 に該 当する◎、

54:「 ヒュー レッ ト・パ ッカー ド社 は1990年 代にはい り、 人材経営 プ ロセ スの リエンジニア リ.ソグに取 り組んで いる。人 材

経 営専 門職 は、次の四 つの課題 に取 り組 んだ。第一 にマネジメソ トとチー ムワー クの クオ リテ ィーを促 し、評価 し、 向

上 させる。 第二 に、 ヒュー レッ ト.パ ッカー ド社 の基本的 な価値 観 に合数 す る形で変革 を進 め、 ビジネス戦 略に貢献 す
』るために人材経営の諸 プロセスを見 直す

。第三に、 ヒュー レッ トパ ッカー ド祉全体で 、従 栄員 個ダ人お よび組織全体 と

しての学 習能力を向上させる。第四に、人材経 営部門内の人材に関わる諸 プ ロセスを見直 し、効果的にマーネ ジする。」.・

(梅津祐良 「アメ リカ企業 における最先端 人材経 営」『HRRメ ッセー ジ』、1998-Winter、P33-34)

55:三 木佳光 『変革型 リー ダーのパラ ダイム』 総合労働研究所,1998、P137-221
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